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杉並区会計年度任用講師の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の一部を改

正する規則

杉並区会計年度任用講師の勤務時間、休日、休暇等に関する規則（令和２年杉並

区教育委員会規則第７号）の一部を次のように改正する。

第１５条第１項中「子の看護のための休暇」を「子の看護等のための休暇」に改

め、同条第２項第１号中「、出産支援休暇、育児参加休暇」を削り、「、ボランテ

ィア休暇及び子の看護のための休暇」を「及びボランティア休暇」に改め、同項第

２号中「任用期間（同一年度内において引き続き任用された会計年度任用講師にあ

っては、当初の任用期間に当該引き続き任用された任用期間を加えた期間）が６月

を超え、かつ、」を削る。

第２４条の見出しを「（子の看護等のための休暇）」に改め、同条第１項中「子

の看護のための休暇」を「子の看護等のための休暇」に改め、「満１２歳」の次に

「（次に掲げる場合にあっては、満１８歳）」を加え、「看護（」を「看護等（」

に、「又は疾病」を「、疾病」に、「を行うことをいう」を「若しくは学校保健安

全法（昭和３３年法律第５６号）第２０条の規定による学校の休業その他これに準

ずる事由に伴うその子の世話を行うこと又はその子の教育若しくは保育に係る行事

のうち教育委員会が定めるものへの参加をすることをいう。第４項において同じ」

に改め、同条に次の各号を加える。

(１) 当該会計年度任用講師が養育する当該子が、身体障害者福祉法（昭和２４

年法律第２８３号）の規定により身体障害者手帳の交付を受けている場合

(２) 当該会計年度任用講師が養育する当該子が、厚生労働大臣の定めるところ

により療育手帳の交付を受けている場合又は東京都知事の定めるところにより

愛の手帳の交付を受けている場合

(３) 当該会計年度任用講師が養育する当該子が、精神保健及び精神障害者福祉

に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）の規定により精神障害者保健福祉

手帳の交付を受けている場合

(４) 当該会計年度任用講師が養育する当該子が、児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号）第６条の２第１項に規定する小児慢性特定疾病（以下「小児慢性

特定疾病」という。）にかかっている場合であって、その疾病の状態が同条第

３項の規定により小児慢性特定疾病ごとに厚生労働大臣が定める程度であると



き。

第２４条第２項及び第３項中「子の看護のための休暇」を「子の看護等のための

休暇」に改め、同条第４項中「子の看護のための休暇」を「子の看護等のための休

暇」に、「看護を」を「看護等を」に改める。

第２６条第１項中「限る」の次に「。第３３条において「配偶者等」という」を

加える。

第２９条の２第１項第１号中「（昭和２４年法律第２８３号）」を削り、同項第

３号中「（昭和２５年法律第１２３号）」を削り、同項第４号中「児童福祉法（昭

和２２年法律第１６４号）第６条の２第１項に規定する」を削り、「同条第３項の

規定により当該」を「児童福祉法第６条の２第３項の規定により」に改める。

第３３条を第３５条とし、第３２条の次に次の２条を加える。

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った会計年度任用講師に対する意向確認

等）

第３３条 教育委員会は、会計年度任用講師が配偶者等が当該会計年度任用講師の

介護を必要とする状況に至ったことを申し出たときは、当該会計年度任用講師に

対して、次に掲げる制度又は措置（以下この条及び次条において「介護両立支援

制度等」という。）その他の事項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の請

求又は申請（次条において「請求等」という。）に係る当該会計年度任用講師の

意向を確認するための措置を講じなければならない。

(１) 第９条において準用する幼稚園勤務時間条例第１１条第２項において準用

する同条第１項の規定による深夜勤務の制限

(２) 第１０条において準用する幼稚園勤務時間条例第１１条の２第２項におい

て準用する同条第１項の規定による超過勤務の制限

(３) 第１０条において準用する幼稚園勤務時間条例第１１条の３第２項におい

て準用する同条第１項の規定による超過勤務の制限

(４) 第２５条第１項に規定する短期の介護休暇

(５) 第２６条第１項に規定する介護休暇

(６) 第２８条第１項に規定する介護時間

２ 教育委員会は、会計年度任用講師に対して、当該会計年度任用講師が４０歳に

達した日の属する年度において、前項に規定する事項を知らせなければならない。



３ 幼稚園職員勤務時間規則第３２条の３第２項から第５項までの規定は、前２項

の規定による配偶者等が介護を必要とする状況に至った会計年度任用講師に対す

る意向確認等について準用する。

（勤務環境の整備に関する措置）

第３４条 教育委員会は、介護両立支援制度等の利用に係る請求等が円滑に行われ

るようにするため、次に掲げる措置を講じなければならない。

(１) 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施

(２) 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備

(３) 会計年度任用講師の介護両立支援制度等の利用に関する事例の収集及び会

計年度任用講師に対する当該事例の提供

(４) 会計年度任用講師に対する介護両立支援制度等及び介護両立支援制度等の

利用の促進に関する方針の周知

附 則

この規則は、令和７年４月１日から施行する。
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杉並区会計年度任用講師の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の一部を改正する規則新旧対照表 

 

新 旧 

（特別休暇） （特別休暇） 

第15条 教育委員会は、会計年度任用講師が選挙権の行使、結婚、出産その他

の特別の事由により、勤務しないことが相当である場合における休暇として、

公民権行使等休暇、妊娠出産休暇、母体保護休暇、母子保健健診休暇、妊婦

通勤時間、育児時間、出産支援休暇、育児参加休暇、生理休暇、慶弔休暇、

災害休暇、夏季休暇、ボランティア休暇、子の看護等のための休暇及び短期

の介護休暇を承認するものとする。 

第15条 教育委員会は、会計年度任用講師が選挙権の行使、結婚、出産その他

の特別の事由により、勤務しないことが相当である場合における休暇として、

公民権行使等休暇、妊娠出産休暇、母体保護休暇、母子保健健診休暇、妊婦

通勤時間、育児時間、出産支援休暇、育児参加休暇、生理休暇、慶弔休暇、

災害休暇、夏季休暇、ボランティア休暇、子の看護のための休暇 及び短期

の介護休暇を承認するものとする。 

２ 前項に規定する休暇のうち、次の各号に掲げる休暇は、当該各号に定める

場合に限り、承認するものとする。 

２ 前項に規定する休暇のうち、次の各号に掲げる休暇は、当該各号に定める

場合に限り、承認するものとする。 

(１) 母体保護休暇              、慶弔休暇、災害休暇、

夏季休暇及びボランティア休暇            当該会計年度任

用講師について定められた任用期間（同一年度内において引き続き任用さ

れた会計年度任用講師にあっては、当初の任用期間に当該引き続き任用さ

れた任用期間を加えた期間）が６月を超える場合 

(１) 母体保護休暇、出産支援休暇、育児参加休暇、慶弔休暇、災害休暇、

夏季休暇、ボランティア休暇及び子の看護のための休暇 当該会計年度任

用講師について定められた任用期間（同一年度内において引き続き任用さ

れた会計年度任用講師にあっては、当初の任用期間に当該引き続き任用さ

れた任用期間を加えた期間）が６月を超える場合 

(２) 短期の介護休暇 当該会計年度任用講師について定められた    

                                 

                                 

        １週間の勤務日数が３日以上又は１年間の勤務日数が121

日以上である場合 

(２) 短期の介護休暇 当該会計年度任用講師について定められた任用期間

（同一年度内において引き続き任用された会計年度任用講師にあっては、

当初の任用期間に当該引き続き任用された任用期間を加えた期間）が６月

を超え、かつ、１週間の勤務日数が３日以上又は１年間の勤務日数が121日

以上である場合 

（子の看護等のための休暇） （子の看護のための休暇） 

第24条 子の看護等のための休暇は、満12歳（次に掲げる場合にあっては、満

18歳）に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子（配偶者又はパー

トナーシップ関係の相手方の子を含む。以下この項において同じ。）を養育

する会計年度任用講師が、その子（以下「養育する子」という。）の看護等

（負傷し、若しくは疾病にかかった養育する子の世話、疾病 の予防を図る

ために必要な養育する子の世話若しくは学校保健安全法（昭和33年法律第56

号）第20条の規定による学校の休業その他これに準ずる事由に伴うその子の

世話を行うこと又はその子の教育若しくは保育に係る行事のうち教育委員会

が定めるものへの参加をすることをいう。第４項において同じ。）のため勤

務しないことが相当と認められる場合の休暇とする。 

第24条 子の看護のための休暇 は、満12歳                

   に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子（配偶者又はパー

トナーシップ関係の相手方の子を含む。以下この項において同じ。）を養育

する会計年度任用講師が、その子（以下「養育する子」という。）の看護（ 

 負傷し、若しくは疾病にかかった養育する子の世話又は疾病の予防を図る

ために必要な養育する子の世話を行うことをいう             

                                   

                                   

                           。）のため勤務

しないことが相当と認められる場合の休暇とする。 
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(１) 当該会計年度任用講師が養育する当該子が、身体障害者福祉法（昭和

24 年法律第 283 号）の規定により身体障害者手帳の交付を受けている場

合 

 

(２) 当該会計年度任用講師が養育する当該子が、厚生労働大臣の定めると

ころにより療育手帳の交付を受けている場合又は東京都知事の定めるとこ

ろにより愛の手帳の交付を受けている場合 

 

(３) 当該会計年度任用講師が養育する当該子が、精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号）の規定により精神障害者保

健福祉手帳の交付を受けている場合 

 

(４) 当該会計年度任用講師が養育する当該子が、児童福祉法（昭和 22 年

法律第 164 号）第６条の２第１項に規定する小児慢性特定疾病（以下「小

児慢性特定疾病」という。）にかかっている場合であって、その疾病の状態

が同条第３項の規定により小児慢性特定疾病ごとに厚生労働大臣が定める

程度であるとき。 

 

２ 子の看護等のための休暇は、一の年度において、日又は時間を単位として、

当該会計年度任用講師の１週間の勤務日数又は１年間の勤務日数の区分に応

じて、別表第７に定める日数の範囲内で承認する。 

２ 子の看護のための休暇 は、一の年度において、日又は時間を単位として、

当該会計年度任用講師の１週間の勤務日数又は１年間の勤務日数の区分に応

じて、別表第７に定める日数の範囲内で承認する。 

３ 第13条第３項の規定は、時間を単位として承認された子の看護等のための

休暇を日に換算する場合について準用する。 

３ 第13条第３項の規定は、時間を単位として承認された子の看護のための休

暇 を日に換算する場合について準用する。 

４ 教育委員会は、子の看護等のための休暇を承認するときは、看護等を必要

とすることを確認できる証明書等の提出を求めることができる。 

４ 教育委員会は、子の看護のための休暇 を承認するときは、看護を 必要

とすることを確認できる証明書等の提出を求めることができる。 

（介護休暇） （介護休暇） 

第26条 教育委員会は、会計年度任用講師が次に掲げる者（第８号から第11号

までに掲げる者にあっては、当該会計年度任用講師と同居している場合に限

る。第33条において「配偶者等」という。）で負傷、疾病又は老齢により日

常生活を営むことに支障があるものの介護をするため、勤務しないことが相

当であると認められる場合における休暇として、介護休暇（前条第１項に規

定するものを除く。以下同じ。）を承認するものとする。 

第26条 教育委員会は、会計年度任用講師が次に掲げる者（第８号から第11号

までに掲げる者にあっては、当該会計年度任用講師と同居している場合に限

る                  。）で負傷、疾病又は老齢により

日常生活を営むことに支障があるものの介護をするため、勤務しないことが

相当であると認められる場合における休暇として、介護休暇（前条第１項に

規定するものを除く。以下同じ。）を承認するものとする。 

(１)～(11) 略 (１)～(11) 略 

２～８ 略 ２～８ 略 

（子育て部分休暇） （子育て部分休暇） 

第29条の２ 教育委員会は、会計年度任用講師が、当該会計年度任用講師の子

であって、満３歳に達した日から満12歳（次に掲げる場合にあっては、満18

歳）に達する日以後の最初の３月31日までの間にあるものを養育するため、

第29条の２ 教育委員会は、会計年度任用講師が、当該会計年度任用講師の子

であって、満３歳に達した日から満12歳（次に掲げる場合にあっては、満18

歳）に達する日以後の最初の３月31日までの間にあるものを養育するため、
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１日の勤務時間の一部について勤務しないことが相当であると認められる場

合における休暇として、子育て部分休暇を承認するものとする。 

１日の勤務時間の一部について勤務しないことが相当であると認められる場

合における休暇として、子育て部分休暇を承認するものとする。 

(１) 当該会計年度任用講師の子が、身体障害者福祉法          

  の規定により身体障害者手帳の交付を受けている場合 

(１) 当該会計年度任用講師の子が、身体障害者福祉法（昭和24年法律第283

号）の規定により身体障害者手帳の交付を受けている場合 

(２) 当該会計年度任用講師の子が、厚生労働大臣の定めるところにより療

育手帳の交付を受けている場合又は東京都知事の定めるところにより愛の

手帳の交付を受けている場合 

(２) 当該会計年度任用講師の子が、厚生労働大臣の定めるところにより療

育手帳の交付を受けている場合又は東京都知事の定めるところにより愛の

手帳の交付を受けている場合 

(３) 当該会計年度任用講師の子が、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律            の規定により精神障害者保健福祉手帳の交

付を受けている場合 

(３) 当該会計年度任用講師の子が、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律（昭和25年法律第123号）の規定により精神障害者保健福祉手帳の交

付を受けている場合 

(４) 当該会計年度任用講師の子が、                 

             小児慢性特定疾病にかかっている場合であっ

て、その疾病の状態が児童福祉法第６条の２第３項の規定により小児慢性

特定疾病ごとに厚生労働大臣が定める程度であるとき。 

(４) 当該会計年度任用講師の子が、児童福祉法（昭和22年法律第164号）

第６条の２第１項に規定する小児慢性特定疾病にかかっている場合であっ

て、その疾病の状態が同条第３項の規定により当該      小児慢性

特定疾病ごとに厚生労働大臣が定める程度であるとき。 

２～５ 略 ２～５ 略 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った会計年度任用講師に対する意向

確認等） 

 

第33条 教育委員会は、会計年度任用講師が配偶者等が当該会計年度任用講師

の介護を必要とする状況に至ったことを申し出たときは、当該会計年度任用

講師に対して、次に掲げる制度又は措置（以下この条及び次条において「介

護両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるとともに、介護両立

支援制度等の請求又は申請（次条において「請求等」という。）に係る当該

会計年度任用講師の意向を確認するための措置を講じなければならない。 

 

(１) 第９条において準用する幼稚園勤務時間条例第11条第２項において

準用する同条第１項の規定による深夜勤務の制限 

 

(２) 第10条において準用する幼稚園勤務時間条例第11条の２第２項にお

いて準用する同条第１項の規定による超過勤務の制限 

 

(３) 第10条において準用する幼稚園勤務時間条例第11条の３第２項にお

いて準用する同条第１項の規定による超過勤務の制限 

 

(４) 第25条第１項に規定する短期の介護休暇  

(５) 第26条第１項に規定する介護休暇  

(６) 第28条第１項に規定する介護時間  

２ 教育委員会は、会計年度任用講師に対して、当該会計年度任用講師が40歳  
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に達した日の属する年度において、前項に規定する事項を知らせなければな

らない。 

３ 幼稚園職員勤務時間規則第 32 条の３第２項から第５項までの規定は、前

２項の規定による配偶者等が介護を必要とする状況に至った会計年度任用講

師に対する意向確認等について準用する。 

 

（勤務環境の整備に関する措置）  

第34条 教育委員会は、介護両立支援制度等の利用に係る請求等が円滑に行わ

れるようにするため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 

(１) 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施  

(２) 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備  

(３) 会計年度任用講師の介護両立支援制度等の利用に関する事例の収集及

び会計年度任用講師に対する当該事例の提供 

 

(４) 会計年度任用講師に対する介護両立支援制度等及び介護両立支援制度

等の利用の促進に関する方針の周知 

 

（委任） （委任） 

第35条 略 第33条 略 
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